岐阜県建築物の耐震改修の促進に関する法律の事務処理要綱に基づく

「知事が認める専門機関」認定基準
　岐阜県建築物の耐震改修の促進に関する法律の事務処理要綱第３条の規定による専門機関については、公益法人により設立された耐震改修の計画の評定を行う組織のほか、次の基準を満たす組織に限り、知事が認める専門機関として取り扱う。
第１　組織
　１　８名以上の委員により構成されるものであること。

　２　委員の半数以上が次の要件に適合するものであること。

　　一　大学、短期大学又は高等専門学校において建築構造の科目を担当する教授若しくは助教授又はその職にあった者
　　二　建築構造分野の試験研究機関において試験研究の業務に従事し、又は従事した経験を有する者であって、かつ、これらの分野について高度の専門的知識を有する者

　　三　建築構造設計に関して１０年以上の実務の経験を有する者であって、上記に掲げる者と同等以上の知識を有する者

　３　評定業務に係る事務処理を行う組織を有するものであること。

第２　業務

　１　評定の業務を行う建築物について、岐阜県に存する全ての建築物としていること。
　２　評定の業務について、申請された耐震改修の計画の申請者、設計者及び施工者等（予定を含む。）と利害関係を有しない者により、その業務を行うとしていること。
　３　評定の業務の結果について、書面により申請者に対し通知を行うとしていること。

　４　評定の業務に要する費用について、構造、規模及び用途等に応じあらかじめ定めていること。
第３　認定の申請
　１　評定を行う組織の認定を希望する者は、様式第１号による申請書に次に掲げる書類を添付し、建築指導課長に申請するものとする。
一　耐震改修の計画の評定業務に関する実施要領

二　耐震改修の計画の評定業務を行う組織の設置要領

三　耐震改修の計画の評定業務を行う組織名簿
四　耐震改修の計画の評定業務約款

五　耐震改修の計画の評定業務方法書

六　耐震改修の計画の評定業務手数料表

七　その他知事が必要と認めるもの

　２　建築指導課長は、前項の申請があった場合において、第１及び第２の基準に適合すると認められる場合は、様式第２号により申請者に通知するものとする。
　３　建築指導課長は、前項の申請があった場合において、第１又は第２の基準に適合しないと認められる場合は、様式第３号により申請者に通知するものとする。

　　　附　則

　この基準は、平成１８年　７月３１日から施行する。
様式第１号
岐阜県建築物の耐震改修の促進に関する法律の事務処理要綱に基づく

「知事が認める専門機関」認定基準第３第１項の規定による認定申請書
平成　　年　　月　　日

　岐阜県知事　様

申請者の住所又は
主たる事務所の所在地
事業者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　印

連絡先
次のとおり、岐阜県建築物の耐震改修の促進に関する法律の事務処理要綱に基づく「知事が認める専門機関」認定基準第３第１項の規定による評定を行う組織の認定について、下記のとおり申請します。
記

１．評定を行う組織の名称及び所在地
　（名称）

　（所在地）

２．評定を行う組織の委員構成

　（委員）　　　　　　　名

　　　うち認定基準第１第２項第一号 該当　　　　　　　　　名

　　　　　　　　 〃 　　　　第二号 該当　　　　　　　　　名

　　　　　　　　　　　　　　第三号 該当　　　　　　　　　名
様式第２号
建築第　　　号

平成　　年　　月　　日

申請者の住所又は
主たる事務所の所在地
事業者の氏名又は名称
岐阜県都市建築部建築指導課長　　　　　　
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「知事が認める専門機関」認定基準第３第２項の規定による認定通知書
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「知事が認める専門機関」認定基準第３第１項の規定による認定申請については、下記のとおり「知事が認める専門機関」として認定します。
記

１．評定を行う組織の名称及び所在地

　（名称）

　（所在地）

２．評定業務を行う組織の概要など
　平成　　年　　月　　日づけ申請書のとおり
様式第３号

建築第　　　号

平成　　年　　月　　日

申請者の住所又は
主たる事務所の所在地
事業者の氏名又は名称
岐阜県都市建築部建築指導課長　　　　　　
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「知事が認める専門機関」認定基準第３第３項の規定による認定しない旨の通知書
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「知事が認める専門機関」認定基準第３第１項の規定による認定申請については、下記の理由により「知事が認める専門機関」として認定できませんので通知します。
記

１．申請年月日　　　　平成　　年　　月　　日

２．申請のあった組織の名称及び所在地

　（名称）

　（所在地）

３．認定基準に適合しない事項

